資料３　平成３０年３月１４日ＳＯＦＴＩＣ判例ゼミ

「データの保護及び活用の問題」
　　　　「データと競争政策に関する検討会」報告書について

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　粟田英一

第１章　検討の背景（１～２頁）　
　ＩｏＴ（Internet of Things モノのインターネット）の普及や人工知能（ＡＩ Artificial Intelligence）関連技術の高度化を背景として、「ビッグデータ」の解析で得られる知見が、新たな革新を生むことが期待されている。
　その一環として、製造業がモノを売ること自体を目的とするのではなく、「モノやその稼働状況に関するデータ」を投入財として利用し、ソリューションなどのサービス分野に進出する事例もみられる。
　注：本報告書では、「データ」とは、客観的な事実を数値や文字、図形、画像、音声などで表したものとする。
　価値のあるデータが第三者から不当に収集されたり、又はデータが不当に囲い込まれたりすることによって、競争が妨げられるような事態を避けなければならない。
　特に、「パーソナル・データ」や「産業データ」の事業活動への投入財としての利活用に焦点を当てて、今後の独占禁止法の適用の在り方や競争政策上の論点を整理する。

第２章　データを巡る環境の変化、利活用の現状（２～２０頁）
１　伝統的なデータの収集・利活用形態（２～３頁）
　　　従来、顧客名簿、顧客の苦情・相談、ノウハウ、治験データなど様々なデータが事業活動に活用されてきた。
　　　多くの場合は、それらを人間による何らかの着想に基づいて整理・加工・集積して活用。
２　データの基本的な特徴（３～５頁）
　（１）入手・複製が容易。　（例外：営業秘密）
　（２）異なる種類のデータを組み合わせた利用　（例：趣味嗜好の情報と位置情報との組み合わせ）
　　　　一定種類のデータを一定量確保してはじめて有意味な知識を得ることが可能となる場合がある。
　　　　ただし、「大量のデータが既に得られている状況」においては、それ以上のデータを追加的に得た場合の効果は逓減する場合もある。
　（３）データの真実性の程度や取得時期からの経過によって利用価値に差が

生ずる。
　（４）機器の所有者など一部の限られた者しか利用価値がないという意味で状況依存性が高い。
　（５）製品の製造方法（例：工程ごとの加熱時間・温度等）などの事業者のノウハウを体現する。
　（６）データは、形状など物理的制約が小さいこともあり、その用途が特定のものに限定されず、多様であることが多い。
　（７）データの集積・解析に当たっては、一定の要素技術やハードウェアの利用等が前提となることが多い。

３　近年の環境変化（５～７頁）
　（１）従来は利用されなかったり、又は、そもそも収集されていなかったものを含め、人間や機器の位置、活動状況など多様な、大量のデータがリアルタイムに収集、集積、利用されている。
　　　　このようなデータは、「生データ」として、機械的に処理されて、機器の保全に利用されたり、他のサービスに活用されたりするなど、「他の商品への投入財」として、製造業等における「原材料」と同様の位置づけを持つようになっている事例もみられる。
　（２）データの解析についても、人間が一定の観点を定義すれば、データから事象間の相関関係等を自動的に識別する「機械学習」をはじめとする「人工知能関連技術」が急速に発達している。
　　　　例えば、人間には扱いきれないほどの大量のテキストデータを対象とした機械学習（本報告書添付「別紙１」参照）によって、情報の整理・分類や相関関係の識別を機械的に行い、それをアルゴリズムで規定される当該商品の性能に機械的に反映させる。
　　　　中でも、「デジタル・プラットフォーム」など、「ネットワーク効果」が発生する商品の使用から得られるデータについては、当該商品の性能向上によって、更に多くの顧客が当該商品を使用するようになる結果、「データの集積→商品の機能向上→更なるデータの集積→更なる機能の向上」というメカニズムが働く可能性がある。同時に、このプロセスを通じて「市場における寡占化」が進行する可能性もＯＥＣＤ等において指摘されている。（報告書８頁の【参考】）
　（３）「深層学習」（ディープ・ラーニング）の発達
　　　　大量の良質な学習用データを準備し、それを深層学習技術を利用して学習させることによって、事象に関する画像や音声データを、物、音として、機械的に高精度で識別・解析し、そのような識別を必要とする商品の性能向上等に利用することが可能となりつつある。

　　　　大量のデータを利用した「深層学習」によって得られる「学習済みモデル」が、商品の「視覚」「聴覚」等に関する性能（例：疾病の識別の精度）を規定する。当該性能は、より大量の、かつ正確なタグ付けがされた「良質」なデータを学習することで向上するのであり、深層学習、機械学習の技術そのものによって左右される程度は小さいとの指摘がある。
　　　　「学習済みモデル」の内容はブラックボックスであり、現時点では、第三者が模倣することは困難。

　（４）このような一連の環境変化を俯瞰すれば、

　　　①データの大量生成・収集・集積が技術的、経済的に容易になったこと
　　　②人工知能関連技術の著しい発達によって、データを事業に活用できる確実性が向上し、その範囲も拡大

　　　「データの獲得競争」ともいい得る状況が生まれている場合もあるとの指摘もある。
４　パーソナル・データのインターネット上のサービスへの利用（１０～１５頁）
（１）インターネット上で収集可能なデータ（例：検索履歴、サイト閲覧履歴）
といった個人に関連する「パーソナル・データ」は、多数のインターネッ
ト広告事業者によって、「行動ターゲティング広告」を効果的に行うため大
規模に収集されるとともに、「ネット閲覧履歴」といったデータなど、個人
の識別が困難な形に加工された上で、取引されているものもある。
（２）ＳＮＳや検索エンジンなどの「無料」サービスを消費者に提供しつつ、
別途、広告主から受注したインターネット広告の配信も当該消費者に行う
事業者は、当該「無料」サービスや「ネットワーク効果」を誘因として、
大量の、かつ、「良質」な「パーソナル・データ」を収集し、当該データの
「機械学習」を通じて、個別消費者の興味関心に応じたターゲティング機
能、リコメンド機能の改善に用いるとともに、「無料」サービスの機能向上
に利用する場合もある。

（３）「パーソナル・データ」の収集、利用に関連する競争上の懸念（１３～１５頁。本資料添付「別紙１」の１項を参照）
（４）ＥＵでは、「個人データ」に関して、ＧＤＰＲ（一般データ保護規則）第
２０条「データ・ポータビリティの権利」によって「当該個人データに係
る本人が事業者に対して、当該個人データをその指定する他の事業者へ移
管することを請求する権利」が、当該個人データに係る個人に与えられて
いる。（日本の個人情報保護法にはこうした権利はない）
５　機器等のデータの利活用（産業データ）（１５～１９頁）
　（１）機器、人体、土壌その他現実の「有体物」の状況に関する極めて多様なデータが、各種のセンサーによって、「リアルタイム処理」又は「バッチ処理」によって、事業者によって収集されつつある。
　　　　その解析結果は事業者等にフィードバックされ、省エネや歩留まりの向上など向上や店舗運営の効率化等に用いられる事例がみられるほか、新商品の開発や既存商品の改善に活用する事例も存在する。（本報告書添付「別紙２」は、主なデータの収集・活用事例である。その主なものは、本資料添付「別紙２」参照）
　　　　現在では、その利活用は普及途上。
　（２）「産業データ」は、状況依存性が高く、金銭的価値を付けることが困難などの理由で、取引は活発ではない。
　　　　この結果、当事者の意向に照らして必要以上にデータの「囲い込み」が行われ、データの利活用が進んでいないとの指摘がある。
　（３）複数の事業者（競争関係にある場合もない場合もある）が共同して、各種の地図など「各事業者に共通する基盤的な部分」について、データを収集し、利用する事例が増加している。（例：国土地理院「ビッグデータで登山道を修正した地形図をはじめて公開」）
　（４）データの集積・利活用に関して、多数の事業者から、「クラウド・サービス」など大量のデータを集積する技術、あるいは、「機械学習」などデータ解析の技術が当該クラウド上で、顧客に対して提供されている。

　　　　一部の事業者は、既に、画像や音声の認識、自然言語処理といった「深層学習」の機能や当該機能を利用したアプリケーションを一般に提供しており、顧客がコールセンター業務や医療サービスに活用している事例もみられる。　
　　　　このような事例は、競争を促進するものである。

　（５）米国での「個人向けスマートホームサービス」の事例

　　　　「スマートホーム」とは、住宅とＩＣＴ（情報通信技術）が融合して、エネルギーの需給量を調整し、省エネルギー・節電を実現したり、センサー等による宅内の見守りや防犯、宅内の家電等の遠隔制御などを可能にした暮らしを実現できる住まいをいう。

　（６）「産業データ」を巡る競争上の懸念（１７～１９頁。本資料添付「別紙１」の２項を参照）
６　小括（１９～２０頁）
（１）データの収集に関する留意点

　ａ　「リアルタイムデータ」など構造化されていない大量のデータを解析することによって有意義な知識を引き出せるが、これらのデータは入手経路が限定されている場合がある。　

　　　当該データ保有者以外の者がそのようなデータを保有者から取得しようとする誘因がある。
　ｂ　データの入手コストを軽減するため、データを事業者が共同で収集し、利用することに一定の合理性があり、競争を促進する側面が大きいと考えられるが、他方で「商品の価格や品質に関する競争」を減殺しないよう留意すべき点も限定的には存在する。
（２）データの集積・利活用に関する留意点

　ａ　「リアルタイムデータ」などのデータを投入したサービスについて、そのデータの保有者が、競争者や機器等の所有者に当該データないしデータの入手経路へのアクセスを認めないことで、「競争者へのスイッチング」等を防止できてしまう可能性がある。

　ｂ　データの保有者にとっては、データを収集できたとしても、当該データから有意義な知識を引き出し、実際に事業に利用するためには、「他の同種又は異なるデータや解析技術、人材、あるいは、インターネット広告配信先となるメディア」といった「データの利用手段へのアクセス」が確保される必要がある。
第３章　競争政策上又は独占禁止法上の検討にあたっての基本的な考え方（２０～３５頁）　
　１　検討の視点（２０～２１頁）
　　　データの利用価値は一般的に上昇
　　　データの収集、利活用における競争上の懸念

　　　「競争上の障壁」を取り除くことが望ましい

　２　データの集積・利活用が競争に及ぼす影響についての基本的な評価（２１～２４頁）
　　　「データの集積・利活用」は、それ自体としては競争促進的な行為
　　　「競争者を排除しようとする行為」や「合併をはじめとする企業結合」によってデータが特定の事業者に集積される一方で、それ以外の事業者にとっては入手が困難となる。

　　　結果的に、①当該データが効率化等の上で重要な地位を占める商品の市場における競争が制限されることとなったり、あるいは、②競争の観点から不当な手段を用いてデータが利活用される結果、例えば、「商品の市場などデータに関連する市場において競争が制限されることとなったりする場合」には、独占禁止法による規制によって、競争を維持し、回復させる必要が生じる。
　　　独占禁止法上は、「市場における競争を減殺する（又はそのおそれがある）効果を有する一定の行為」が禁じられる。このような競争減殺効果が生じるかどうかは、通常は、市場を確定した上で、当事者等の当該市場における地位等を考慮した上で判断される。
　　　独占禁止法上は直ちには問題とならない場合であっても、競争上望ましいと考えられる政策的措置はあり得る。（例：パーソナル・データのポータビリティの確保）
　　　データの大量集積や利用に関係する行為等に対しては、事業者が国内に

所在するか、又は、海外に所在するかにかかわらず、その影響が我が国の

市場に及ぶ限りにおいて、独占禁止法の適用対象となる。
３　関連市場についての考え方（２４～３１頁）
（１）市場確定に係る基本的な考え方
　　　　「問題となる行為の影響が及ぶ取引について、当該取引の行われる市場における競争が減殺されるか否か（又はそのおそれがあるか否か）」が検討される。
（２）データの収集、利活用に関連する取引に係る市場確定についての考え方

　　　　データの収集、利活用に関連する取引についての関連市場の画定方法は、他の商品一般と原則として異なるところはない。もっとも、次の点に留意する必要がある。

　ア　地理的範囲

　イ　研究開発活動への影響

　ウ　データの取引の市場

　エ　多面市場及び無料市場（２８～３１頁参照。かなり重視しているように
見受けられる）
　　　「デジタル・プラットフォーム事業者」（ＳＮＳやオンライン・ショッピングモール等）に関する問題
　　　事業者と消費者との間で金銭のやりとりがないが、「品質を巡る非価格競争」が行われている。この場合には、価格引き上げによって商品間の代替性を判断するテスト（ＳＳＮＩＰテスト）を用いることはできず、サービスの用途やサービスに対する需要者の認識・行動を消費者に対して調査することにより、需要者にとっての代替性を相当程度明らかにすることが可能である。
　４　競争減殺効果の分析方法（３２～３５頁）
　ア　「データの集積・利活用に関して市場における競争が減殺されるか（又はそのおそれがあるか）否か」は、他の場合と同様に、

　　　問題となる行為の内容及び態様　
　　　当該行為に係る当事者間の競争関係の有無

　　　当事者が市場において占める地位（シェア、順位等）

　　　対象市場全体の状況（当事者の競争者の数、市場集中度及び取引される商品の特性、差別化の程度、流通経路、新規参入の難易性等）

　　　制限行為においては制限を課すことについての合理的理由の有無及びデータ集積・利活用を積極的に行う意欲（投資インセンティブ）への影響

を総合的に勘案し、判断する。
　イ　ＳＮＳなどの場合には、制限行為による「プライバシーの保護水準」の低下に基づいて競争減殺効果を評価することもあり得る。
　ウ　データの集積による競争制限効果を判断するに当たっては、「新規参入者が同程度の利用価値があるデータ集積を実現することが技術的に又は経済的に可能かどうか」も考慮要素になる。

　エ　「競争者間で、商品の性能に大きな影響を与える生データを収集する能力に関する大きな差違が生じる可能性も想定される場合」には、特定の事業者へのデータへの集積は、他の事業者による新規参入又は事業活動の継続を困難なものとし、「市場支配力」の形成、維持、強化に資する可能性があることに注意。（３３～３４頁を参照）
　オ　商品によっては、顧客の利用履歴に関するデータが当該商品を提供する
事業者に集積されることによって、他の商品へのスイッチングが困難とな
る（ロックイン効果が発生する）場合がある（例：ＳＮＳの投稿履歴）

　　　データ・ポータビリティ（個人の投稿内容や利用履歴等のデータについ

て、当該個人の指示に基づき、当該個人又はその指定する者に引き渡すこ

と）が認められている場合には、ロックイン効果が緩和され、新規参入又

は事業活動の継続の困難さが緩和される可能性があると考えられる。
第４章　データの収集、利活用に関する行為（３５～５０頁）
　１　データの収集に関する行為（３５～４２頁）
　　　事業者が様々なデータを収集することは、それ自体として独占禁止法上問題となることは通常ない。

　　　①不当な手段でデータ収集が行われたり、②データ収集が競争者間の協調行為を促進したりする等「競争に悪影響を与える場合」には、例外的に独占禁止法上問題となることがある。
　（１）単独の事業者による収集（３６～３９頁）
　　ア　取引先企業からのデータの収集

　　ａ　共同での研究開発実施後に当事者の一方が相手方に対して「共同研究開発により得られたデータや技術及び業務提携等を通じて得られるデータや技術の全てを自らに帰属させること」を業務提携等の契約を締結する条件とする場合、データに希少性が認められるときは、
　　　　当該一方当事者の関連する市場における有力な地位を強化することにつながり得る又は当該他方の当事者の研究開発意欲を損ない、新たな技術の開発を阻害し得る場合がある。
　　　　上記によって「公正競争阻害性を有するとき」には、「不公正な取引方法（拘束条件付取引）」に該当する（独占禁止法関連の条文については、本資料添付「別紙３」を参照。以下同じ）。
　　　（非係争義務に関する「知的財産の利用に関する独占禁止法上の指針」（別名「知的財産ガイドライン」）第４の５（６）も参照）
　　ｂ　上記ａの行為について、当事者間の一方が優越的な地位にあることが認められる場合、その内容と実施の状況によっては、相手方に不当に不利益を与えるものであり、「優越的地位の濫用（独占禁止法第２条第９項第５項ハ）」に該当する場合もある。

　　　　一方が他方に対して優越した地位にあるか否かの判断は、取引依存度等の取引の必要性を示す具体的事実を総合的に考慮して判断される。

　　　（優越的地位等の判断については「優越的地位の濫用に関する独占禁止法上の考え方」も参照）
　　イ　プラットフォームを運営する事業者によるデータの収集

　　ａ　プラットフォーム事業者が当該プラットフォームを通じて提供するサービスについて市場支配力を有する一方で、プラットフォーム利用者は他の類似サービスへの切替えが困難となっている場合には、
　　　　仮に、当該サービスに関する取引条件がデータ収集に関して利用者にとって不利益に変更されたとしても、当該利用者は、当該サービスの利用を停止することが困難となる可能性がある。
　　　　この結果として、当該プラットフォーム運営事業者は、①公正な競争秩序に悪影響を及ぼすおそれを生じさせる、又は、②このようにして収集したデータを利活用することで事業活動を行っている市場において市場支配力を形成、維持、強化できる可能性があり、「私的独占」「優越的地位の濫用」その他独占禁止法の適用により規制の対象とすることがあり得るのではないかと指摘がある。

　　　　ドイツ連邦カルテル庁によるフェイスブックに対する調査
　　ｂ　日本には個人情報保護法その他独占禁止法以外の法令が存在し、当該法令に照らして不当な行為により消費者等が被害を受ける状況であれば、個人情報保護法や消費者関連法令によって対応することが基本であると考えられる。
　（２）複数の事業者による共同収集（３９～４２頁）
　　　　実例として、高速道路における３次元共通基盤データの共有、健康関連データの共有。
ａ　共同収集するデータにより競争関係にある他の参加者が今後販売する商品の内容、価格、数量を相互に把握することが可能になり、これにより競争者間における協調的行為の促進を生じさせる場合には、独占禁止法第３条（不当な取引制限）の問題になり得る。

　　ｂ　上記ａ以外の場合であっても、データを重要な投入財として利用する商品の市場において、競争関係にある事業者の大部分が、各参加事業者が単独でも行い得るにもかかわらず、データを共同で収集するとともに、参加者それぞれにおけるデータ収集を制限し、これによって、当該商品の市場における競争を実質的に制限する場合には、独占禁止法上問題となり得る。

　　　（参考：「共同研究開発に関する独占禁止法上の指針」（別名「共同研究開発ガイドライン」）第１の２）
　２　収集されたデータへのアクセスに関する行為（４２～５０頁）
　　　「リアルタイムデータ」（とりわけある機器の稼働状況に関するリアルタイムデータ）は、その入手経路が限定される場合がある。

　　　このようなデータを「あるサービスにおいて市場支配的な地位にある事業者」が保有し、競争者に対して、当該データへのアクセスを認めない場合には、上記事業者は、当該サービスの市場において、市場支配力を形成・維持・強化することとなるとの問題が指摘されている。
　　　事業者が誰にどのような条件で商品を供給するかは基本的には事業者の自由であり、商品の供給先を選択することは原則として独占禁止法上問題にはならない。このことは「集積したデータ」についても同様である。

　　　ただし、例外的に問題となる場合がある。（例：フランス国有鉄道の事案。後記（１）を参照）
　　　また、「複数の事業者による行為」については、①共同でのデータの収集に参加を認められない事業者の事業活動が困難となる場合や、②データ収集には参加できても「集積したデータ」や「データプール」にアクセスできないことにより事業活動が困難になる場合には、独占禁止法上の問題が生じる（後記（２）を参照）。
　（１）単独の事業者によるアクセス拒絶（４３～４８頁）
　　ア　独占禁止法上問題となる単独行為によるアクセス拒絶についての考え方（一般論）
　　　①　アクセス拒絶の態様によっては、
　　　　　排除型私的独占（法第３条）（「排除型私的独占に係る独占禁止法上の指針」（別名「排除型私的独占ガイドライン」）を参照。最高裁平成２２年１２月１７日判決（東日本電信電話事件判決）、最高裁平成２７年４月２８日判決（ＪＡＳＲＡＣ事件。本資料添付「別紙４」）も参照）

　　　　　その他の取引拒絶（法第１９条、一般指定第２項）（「流通・取引慣行に関する独占禁止法上の指針」（別名「流通・取引慣行ガイドライン」）を参照）
　　　　に該当する可能性がある。

　　　②　アクセス拒絶が、当該他者とデータを集積する者の競争者との取引を妨げることとなる場合には、
　　　　　競争者に対する取引妨害（法第１９条、一般指定第１４項）
　　　　に該当する可能性がある。
　　イ　データの取引に関する独占禁止法上の検討

　　　　独占禁止法違反行為に該当する可能性ある下記の各行為については、排除措置命令として、「違反行為者に対して、合理的な条件の下で競争者にデータへのアクセスを認めさせることを命ずる」ことが必要な場合がある。
　　　①　特定の企業が、ある市場において、市場支配力を有しており、当該市場における事業活動を通じて収集するデータが、当該事業活動において不可欠な役割を果たし、代替的なデータを取得することも技術的に又は経済的に困難な場合（以下「前段の場合」という）であって、

データを利用した商品の市場における競争者を排除する目的以外には合理的な目的が想定されないにもかかわらず、正当な理由なく、従来可能であったデータへのアクセスを拒絶する場合には、　
　　　　　排除型私的独占（法第３条）

　　　　　その他の取引拒絶（法第１９条の不公正な取引方法、一般指定第２項）

　　　　に該当する可能性がある。

　　　　（具体例）　

　　　　　　「キャノン株式会社に対する独占禁止法違反被疑事件の処理について」（公正取引委員会平成１６年１０月２１日）

　　　　　　「マイクロソフト事件」（欧州委員会２００４年３月２４日）　

　　　②　上記①の前段の場合であって、
　　　　　競争者又は顧客に対してデータにアクセスさせる義務があると認められる場合において（例：個人情報保護法第２８条、契約）、データを利用した商品の市場における競争者を排除することとなるにもかかわらず、正当な理由なく、当該競争者又は顧客に対してデータへのアクセスを拒絶する場合には、

　　　　　排除型私的独占（法第３条）

　　　　　その他の取引拒絶（法第１９条の不公正な取引方法、一般指定第２項）

　　　　に該当する可能性がある。

　　　　（具体例）　

　　　　　　「東芝昇降機サービス事件」（大阪高裁平成５年７月３０日判決）
　　　　　　「マンションの管理・保守をめぐる競争の実態に関する調査」（公正取引委員会事務総局平成１５年１０月２４日）
　（２）共同行為によるアクセス拒絶等（４８～５０頁）　

　　ア　シェアの合計が相当程度高い複数の事業者が共同収集したデータについて、ある特定の事業者に対し共同収集への参加を制限し、かつ、合理的な条件の下でのアクセスを認めないことは、当該第三者において他の手段を見出すことができずその事業活動が困難となり、市場から排除されるおそれがあるときには、例外的に独占禁止法上問題となる場合があると考えられる。（「共同研究開発ガイドライン」参照）
　　イ　データの取引市場において競争関係にある事業者が「データプール」を通じてデータを一括して利用許諾することは、利用許諾に関する事業者間の競争（例：データへのアクセスを認める際のデータ利用料の競争）を回避する側面及び複数の財を組み合わせて提供する側面を有するものであり、競争減殺効果があることがあるので留意する必要がある。（参考として「標準化に伴うパテントプールの形成等に関する独占禁止法上の考え方」（別名「パテントプールガイドライン」）を参照。）

　　　　技術においては、ある技術が標準化（規格化）される場合があるが、データについては収集されたデータ自体が標準となる場合があるか（この報告書では消極）

　　ウ　データの取引市場において競争関係にある事業者が共同して、①データを投入財として利用する商品の市場への事業者の新規参入を妨げたり、②同市場から既存の事業者を排除するために、「データプール」を通じた利用許諾及びその元データについて第三者への利用許諾を正当な理由なく拒絶することは、原則として、独占禁止法上問題となる。
　　　　　私的独占（法第３条）

　　　　　法第２条第９項第１号所定の不公正な取引方法（取引拒絶）
　（３）データのアクセスに関連するその他の不当な行為（５０頁）
　　ア　データの提供とその解析など他のサービスを抱き合わせで販売する行為（例：ＳＮＳでの広告配信とターゲティングの一括提供）

　　イ　①自らとのみデータの取引をすることを義務づけたり、あるいは、②機械学習技術などの要素技術を有償又は無償で提供する条件として、当該提供者以外の者（産業データにかかる機器の所有者を含む）によるデータの収集や利用を制約するなどにより、データを不当に利用することを可能にしたりするような行為（拘束条件付取引、排他条件付取引）

　　　（具体例）「トロント不動産協会」事件
第５章　企業結合審査におけるデータに関連する考慮事項等（５１～５５頁）

　１　企業結合によるデータの集積等の動向（５１～５４頁）
事業活動におけるデータ収集の重要性の増大を背景に、国内外の企業結合に関して、「混合型企業結合」の事例（例えば、既に大量のデータを保有するＩＴ企業が自動走行自動車や金融関係事業等の異業種に進出すること）が増加しているとの指摘がある。

　　　近年データ関連の企業結合が増加している。
　　（具体例　本報告書添付「別紙３」を参照）

　　　①マイクロソフト・リンクドイン事件（欧州委員会２０１４年１２月）

　　　②フェイスブック・ホアッツアップ事件（欧州委員会２０１４年１０月）　

　　　③バザーボイス・パワーレビューズ事件（米司法省２０１４年１月）

　　　④グーグル・ダブルクリック事件（欧州委員会２００８年１１月）

　　　⑤トムソンコーポレーション・ロイターズグループ事件（欧州委員会２００８年２月）

　　　⑥グーグル・ダブルクリック事件（米連邦取引委員会２００７年１２月）

　　　海外の企業結合事案においては、一方の当事会社が収集したデータをプライバシーの保護方針の異なる他方の当事会社の事業に利用できないことを企業結合承認の前提とした事例もみられる。（上記①及び②の事例）

　　　データの供給者・需要者の企業結合の結果、当該企業結合がなければ引き続きデータの供給や関連する技術のライセンスを受けて研究開発や商品開発を行っていた事業者にとって、データの供給等を受けることができなくなるおそれがある場合（投入物閉鎖）には、企業結合が認められるべきではない場合がある（上記①の事例）

　２　企業結合における事前届出基準（５４～５５頁）
　　　国内の企業結合における事前届出基準は、合併の場合は、いずれか１社にかかる国内売上高合計額が２００億円を超え、かつ、他のいずれか１社にかかる国内売上高合計額が５０億円を超える場合とされている。
　　　市場支配力の形成可能性を早期に判断する観点からは、売上高を基準とした届出基準では、規制の対象となるべき企業結合が十分に補足できない可能性があることが指摘されており、必要な場合には、届け出基準の見直しを検討する場合がある。

　　　参考：ドイツの法改正　「事業者の金銭的価値」を規制基準とする
結語（５５～５７頁）
　（要旨）

　データの収集、利活用に伴う競争上の懸念の多くは、従来の独占禁止法の枠組みにより対処できることが確認された。
　残された課題として、「デジタル・カルテル」に関する問題が存在する。

　デジタル・プラットフォームの独占化、寡占化に対する警戒も必要である。

　従来指摘されてきた「ネットワーク効果」に加えて、データの大量収集及

び人工知能関連技術の利用による商品の機能向上、更なる集客、ネットワー

ク効果の拡大という経路によって、規模の経済、範囲の経済が強く働き、新

規参入がより困難になる可能性もある。その影響は、深層学習技術の発展に

伴い、インターネット外の幅広い商品に拡大するであろう。

　独占禁止法の規制体系は、独占者、寡占者が一定の不当性のある行為を行

った場合に初めて、規制を行うことが中心となっていることを踏まえ、「活発

な新規参入を促す等の観点」から、関連する制度全般について、その在り方

が、引き続き、検討される必要がある。
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